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ま え が き 
 

我が国では、長寿化の進展に伴い「人生 100 年時代」の到来が現実的になりつつある。こ

うした状況の中で、これまで以上に生涯にわたっての資産形成およびその活用について人々

の関心が高まっており、とくに退職後の老後の資産のあり方について注目されるようになっ

てきた。 
このような状況下において、労働政策研究・研修機構では、厚生労働省からの要請もあり、

企業等における退職金制度の実態や勤労者財産形成促進制度の利用状況等を把握することを

目的として「企業における退職金等の状況や財形貯蓄の活用状況に関する実態調査（企業調

査）」および「勤労者の財産形成に関する調査（従業員調査）」の二つのアンケート調査を実

施した。本書は本調査の結果報告書である。 
本報告書が、退職金制度および財形貯蓄制度のみならず老後の資産形成に関する政策全般

に係る議論に資するとともに、企業等における人事労務担当者の御参考となることができれ

ば幸いである。なお、本調査に御協力いただいた企業および従業員の方々にこの場を借りて

改めて感謝申し上げたい。 

 
2020 年 3 月 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
理事長 樋 口 美 雄  
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第１章 調査の概要  
 

１．調査の趣旨・目的 

  我が国における高齢化や職業生活が長期化する中、企業等における退職金制度の実態や

勤労者財産形成促進制度の利用状況等について、現状を詳しく把握するために調査した。

なお、本調査は厚生労働省雇用環境・均等局勤労者生活課からの要請により実施したもの

である。 

 
２．調査名 

「企業における退職金等の状況や財形貯蓄の活用状況に関する実態調査（企業調査）」 
「勤労者の財産形成に関する調査（従業員調査）」 

 
３．調査対象 

平成 28 年経済センサス・活動調査の企業分布に従い、民間信用調査機関所有の企業情

報データベースから産業・規模別に層化無作為抽出した従業員規模 10 人以上の企業

10,000 社。および、その企業に勤務する従業員 39,421 人（企業規模に応じて 29 人以下の

企業には 3 枚、30～299 人の企業には 5 枚、300 人以上の企業には 12 枚の従業員票を配

布）。 
 

４．調査期間 

令和元年 5 月 17 日～6 月 14 日（調査時点は 4 月 30 日現在） 

 
５．調査方法 

郵送による調査票の配布・回収 
 

６．有効回収数 

企業調査：1,898 社（有効回答率 19.0％） 
従業員調査：3,910 人（有効回答率 9.9％） 

 
７．回答者の属性 

 次頁に掲載 

 

 
 

 


	表紙
	まえがき
	調査担当者
	目次


 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20200309175251
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     -1173
     427
    
     None
     Up
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         43
         AllDoc
         45
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     0.0000
     Top
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     0
     196
     195
     196
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





